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すでに浪江町に帰還している まだ判断がつかない 無回答すぐに・いずれ帰還したいと考えている 帰還しないと決めている

0 20 40 60 80 100％

新たに一戸建の
持ち家を新築 8.1%

すぐに
帰還したい
20.6%

いずれ帰還したい
（５年以内）
28.9%いずれ帰還したい

（５年以降）
20.6%

いずれ帰還したい
（分からない）

21.4%

無回答 8.6%

新たに一戸建の
持ち家を購入 2.5%

新たに民間賃貸住宅
（一戸建）を借用 1.1%

新たに民間賃貸住宅
（集合住宅）を借用 1.1%

新しくできる
（災害）公営住宅

4.7%

元の持ち家（自宅）
（建て替える場合を含む）

65.0%

家族の
どなたかの
お住まい・
実家 1.4%

その他 0.8%

現時点では
判断できない 4.7% 無回答 10.6%

帰還した場合の住居形態
（「すぐに・いずれ帰還したい」 360世帯中）

帰還の時期
（「すぐに・いずれ帰還したい」 360世帯中）

6

7

全体

29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

商業施設の再開・充実

医療施設の拡充

介護・福祉施設の再開・充実

有害鳥獣対策の強化

防犯体制の強化

鉄道等の公共交通機関の再開・充実

継続的な健康管理等、放射線に対する不安解消への取組

見守り活動の継続

雇用確保の支援

町内コミュニティ活動への支援

保育・教育環境の充実

公営住宅・居住環境の整備

その他

無回答

4.9% 11.8% 30.2% 49.9% 3.1%

9.1% 9.1% 18.2% 63.6% 0.0%

1.7% 4.3% 28.2% 65.8% 0.0%

2.2% 9.2% 33.6% 53.7% 1.3%

5.6% 12.9% 40.2% 39.8% 1.6%

3.2% 12.7% 31.8% 49.8% 2.5%

6.7% 12.1% 25.6% 51.6%

86.6%86.6%

83.9%83.9%

61.7%61.7%

56.4%56.4%

49.0%49.0%

46.3%46.3%

36.9%36.9%

31.5%31.5%

23.5%23.5%

19.5%19.5%

14.1%14.1%

11.4%11.4%

4.0%4.0%

2.0%2.0%

4.0%

帰還の意向（3,042世帯中）4

今後の生活において必要だと感じていること（「すでに浪江町に帰還している」 149世帯中、複数回答）5
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■ 実施主体　復興庁・福島県・浪江町
■ 調査対象　世帯の代表者  7,505世帯
■ 調査時期　平成30年10月８日～22日
■ 調査方法　郵送配布・郵送回収
■ 回 収 数　3,042世帯
■ 回 収 率　40.5％（前回：47.4％）

回答者年代（3,042世帯中）

～29歳 0.4%無回答 2.6%
30～39歳 3.8%

40～49歳
 7.5%

仮設住宅 0.6%
親戚・知人宅 0.7%

給与住宅 0.5%

公営住宅
（有償）
25.6%

その他の
公営住宅
0.6%

その他 1.2%

民間賃貸住宅
1.2%

家族のどなたかの
お住まい・実家

0.6%

持ち家
67.1%

借上住宅
11.2%

いわき市
 15.7%

福島市
15.0%

二本松市 6.0%

郡山市
7.8%

福島県外
7.1%福島県内の

その他の市町村
6.8%

50～59歳
 14.8%

60～69歳
 31.8%

70歳以上
 39.2%

1 現在の居住自治体（3,042世帯中）2

現在の住居形態（町内に居住 164世帯中） 現在の住居形態（町外に居住 2,305世帯中）3 - 1 3 - 2

相馬市 
2.2%

浪江町 5.4%

無回答 18.8%

南相馬市
 12.6%

本宮市 2.6%

無回答 3.0%

速報版
　平成３０年１０月に実施しました住民意向調査にご協力
いただき、ありがとうございました。
　平成３1年１月１１日に復興大臣から公表された集計結果
（速報版）を一部抜粋してお知らせします。
　なお、調査結果（速報版）の全データは復興庁ホーム
ページからご覧いただけます。

　企画財政課企画調整係     0240（34）0240

住民意向調査 調査結果

親戚・知人宅 0.6%

その他の
公営住宅
1.4%

福島県営の
復興公営住宅
（有償）
15.8%

その他 1.0%

民間賃貸住宅
4.0%

家族のどなたかの
お住まい・実家 1.0%

持ち家
61.9%

無回答 1.7%

86.6%

83.9%

61.7%

56.4%

49.0%

46.3%

36.9%

31.5%

23.5%

19.5%

14.1%

11.4%

4.0%

2.0%

調査の概要
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250 50％

0 20 40 60%

帰還を判断するために必要なこと （「まだ判断がつかない」 920世帯中、複数回答）8

52.9％52.9％

50.7％50.7％

37.8％37.8％

31.3％31.3％

28.0％28.0％

23.8％23.8％

23.7％23.7％

21.1％21.1％

19.7％19.7％

16.5％16.5％

14.2％14.2％

10.7％10.7％

8.7％8.7％

3.7％3.7％

17.6％17.6％

16.7％16.7％

17.6％17.6％

医療・介護の復旧時期の目途

原子力発電所の安全性に関する情報
　　　　　　　　　  （事故収束や廃炉の状況）

商業やサービス業などの施設の復旧時期の目途

放射線の人体への影響に関する情報

住宅確保への支援に関する情報

鉄道やバスなどの公共機関の復旧時期の目途

元の住宅の住宅修繕に関する情報

中間貯蔵施設の情報

放射線量の低下の目途、除染成果の状況

避難指示解除となる時期の目安に関する情報

働く場の確保の目途

その他

学校などの教育環境の復旧時期の目途

現時点で家族の意見が分かれており
　　　　　　　 帰還意向について回答できない

現時点ではどのような情報があれば
　　　　　　　　　　 判断できるかわからない

無回答

浪江町の地域活動や行政に
協力していきたい

移転した場所に
住みながら定期的に
浪江町に行き来したい

浪江町の祭事などに
参加したい

ふるさと納税などで
協力していきたい

浪江町との関係性は
なくてもよい

無回答

その他

どの程度の住民が戻るかの状況

すでに使用している 6.1%

解体して建て替えたい 3.6%

解体して
更地にする
22.5%

修繕して
自ら使いたい
4.4%

親戚・親族・友人に
使ってもらいたい
0.5%

行政や事業者に
使ってもらいたい 5.2%

今後判断
したい
11.4%

保有している
家屋はない
14.1%

その他
4.6%

無回答
27.6%

10
9

帰還するまでの間または帰還しない場合
の浪江町との関係
（「まだ判断がつかない」 「帰還しないと決めている」
「いずれ帰還したい」 2,694世帯中、複数回答）

浪江町内に保有している家屋の利用意向
（3,042世帯中）

15.7％15.7％

5.2％5.2％

4.6％4.6％

9.3％9.3％

20.4％20.4％

19.9％19.9％

63.5％
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